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国 住 生 第 6 2 4 号

国 住 指 第 3 3 0 9 号

平 成 2 4 年 1 2 月 4 日

日 本 建 築 士 会 連 合 会 会 長 殿

日本建築士事務所協会連合会会長 殿

国土交通省住宅局住宅生産課長

建築指導課長

認定低炭素住宅の新築等をした場合の住宅ローン税額控除の特例に係る租税

特別措置法施行規則第18条の21第13項第２号の規定に基づき国土交通大臣が

財務大臣と協議して定める書類に係る証明について

平成24年度税制改正において、都市の低炭素化の促進に関する法律（平成24年法律第84

号。以下「都市低炭素化促進法」という。）第２条第３項に規定する低炭素建築物のうち

個人がその居住の用に供する家屋で床面積が50㎡以上であるもの（以下「認定低炭素住宅」

という。）については、住宅ローン税額控除の特例（以下「住宅ローン減税の特例」とい

う。）の措置が講じられ、今般、同法の施行に伴い、平成24年12月４日から当該制度が施

行されるところです。

住宅ローン減税の特例を受けるためには、認定低炭素住宅に該当するものであることに

ついて確認するための書類として都市の低炭素化の促進に関する法律施行規則（平成24年

国土交通省令第86号。以下「都市低炭素化促進法施行規則」という。）第43条第２項に規

定する通知書（都市低炭素化促進法第55条第１項の変更の認定があった場合には、同令第

46条の規定により読み替えられた同令第43条第２項に規定する通知書。以下「認定通知書」

という。）の写し及び租税特別措置法施行規則（昭和32年大蔵省令第15号）第26条第１項

若しくは第２項に規定する証明書（以下「住宅用家屋証明書」という。）若しくはその写

し又は都市低炭素化促進法第56条に規定する認定低炭素建築物新築等計画に基づき建築さ

れた家屋に該当する旨を証する書類を添付して確定申告を行うこととなっています（租税

特別措置法施行規則第18条の21第13項）。
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これらのうち、都市低炭素化促進法第56条に規定する認定低炭素建築物新築等計画に基

づき建築された家屋に該当する旨を証する書類（以下「本証明書」という。）については、

平成24年国土交通省告示第1383号によりその様式を定めており、本証明書は建築士、指定

確認検査機関又は登録住宅性能評価機関が発行するものとなっています。本証明書の発行

に関しては、下記事項に十分留意するよう配慮願います。

また、貴職におかれては、会員団体に属する建築士に対しても本通知を周知していただ

くようお願いいたします。

なお、本通知の内容については、関係省庁とも協議済みであることを申し添えます。

記

１．証明すべき事項について

本証明書は、工事が完了した建築物に係る家屋が都市低炭素化促進法第56条に規定す

る認定低炭素建築物新築等計画に基づき建築された家屋であることを証明するものであ

る。

２．証明主体について

証明主体は、次に掲げる者である（以下これらの者を「建築士等」と総称する。）。

① 建築士法（昭和25年法律第202号）第23条の３第１項の規定による登録を受けた建

築士事務所に属する建築士（証明を行う家屋が同法第３条第１項各号に掲げる建築物

であるときは一級建築士、同法第３条の２第１項各号に掲げる建築物であるときは一

級建築士又は二級建築士に限る。）

② 建築基準法（昭和25年法律第201号）第77条の21第１項に規定する指定確認検査機

関

③ 住宅の品質確保の促進等に関する法律（平成11年法律第81号）第５条第１項に規定

する登録住宅性能評価機関

３．建築士等の証明手続について

（１）証明に必要な書類

建築士等は、証明の申請に当たって、申請者に対して次に掲げる書類又はその写

しを提出するよう求めるものとする。

① 都市低炭素化促進法施行規則第41条第１項に規定する申請書（都市低炭素化促

進法第55条第１項の変更の認定があった場合には、同令第45条に規定する申請

書）

② 認定通知書

③ 建築士法施行規則（昭和25年建設省令第38号）第17条の15に規定する工事監理

報告書

④ 建築基準法第７条第５項に規定する検査済証

（２）証明の方法

証明を行う建築士等は、必要に応じて現地調査を行うこととする（ただし、（１）
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③若しくはその写しがない場合又は対象の家屋が建築確認を要しない建築物に係る

ものである場合は必ず行うこととする。）。

（３）証明時期

証明は、建築物全体について建築工事が終了した後に行うこととする。

４．建築士等の証明手数料について

証明手数料については、実費、技術料等を勘案し適正なものとする。

５．留意事項

住宅ローン減税の特例の適用を受けるためには、住宅用家屋証明書又は本証明書を添

付して確定申告を行うこととされているが、下記（１）又は（２）の場合においては、

住宅用家屋証明書の発行の対象とならず、本証明書の発行の対象となることに留意され

たい。

（１）自己の居住の用に供する部分の床面積が家屋の50％以上90％未満の場合

住宅用家屋証明書は、所有権の保存登記等に係る登録免許税の軽減の対象となる

専ら当該個人の住宅の用に供される家屋であることについて、当該家屋の所在地の

市町村長又は特別区の区長が証明する書類である。

「専ら当該個人の住宅の用に供される家屋」は、租税特別措置法施行令（昭和32

年政令第43号）第41条、第42条及び第42条の2に規定されており、当該条文の解釈

については、店舗等併用住宅においては、その家屋の床面積の90％を超える部分が

住宅である場合には、専用住宅家屋として取り扱って差し支えないこととされてき

たところである。

一方、住宅ローン減税の特例の対象となる認定低炭素住宅は、その家屋の床面積

の50％以上に相当する部分が専ら自己の居住の用に供されるものであることとされ

ている（租税特別措置法施行令第26条第20項）。

よって、店舗等併用住宅等である認定低炭素住宅であって、専ら自己の居住の用

に供する部分がその家屋の床面積の50％以上90％以下である場合には、住宅用家屋

証明書が発行されないこととなる。

（２）耐火建築物又は準耐火建築物以外の区分所有建物の場合

租税特別措置法施行令第41条第２号において、登記の税率が軽減される住宅用家

屋の範囲は、一棟の家屋で、その構造上区分された数個の部分を独立して住居その

他の用途に供することができるものにつきその各部分を区分所有する場合、耐火建

築物又は準耐火建築物で区分所有する部分の床面積が50㎡以上であることとされて

おり、このような家屋には住宅用家屋証明書が発行される。

一方、住宅ローン減税の特例の対象となる住宅の用に供する家屋は、一棟の家屋

で、その構造上区分された数個の部分を独立して住居その他の用途に供することが

できるものにつきその各部分を区分所有する場合には、区分所有する部分の床面積

が50㎡以上であればよいとされている（租税特別措置法施行令第26条第１項第２

号）。
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よって、一棟の家屋でその構造上区分された数個の部分を独立して住居その他の

用途に供することができ、かつ、床面積が50㎡以上の部分が区分所有されている認

定低炭素住宅であって、耐火建築物又は準耐火建築物以外である場合には、住宅用

家屋証明書が発行されないこととなる。

以 上


